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カーボンニュートラル戦略 紹介動画（3分）



本日の発表内容
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1. 大和ハウスグループとは？

2. 大和ハウスグループの “脱炭素” の取り組み
－SBT・EP100・RE100の早期実現－

3. 自社の成果を事業の競争力へ
－再エネ100％のまちづくり－

4. これからの挑戦
－エンボディド・カーボンの削減－



1.

大和ハウス

グループ

とは？
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人・街・暮らしの価値共創グループ

Housing
Support

Business
Solution

Life
Creation

創 業 1955年4月5日

従業員数※1 48,831名 ※正社員のみ

グループ※1 480社
（国内180社＋海外300社/25ヵ国）

売上高※2 4兆4,395 億円

営業利益※2 3,832 億円

GHG排出量※2 43.9万 t-CO2（スコープ1+2）

※1.2022年3月末現在 ※2.2022年3月期

DATA （連結）

戸建住宅 賃貸住宅 マンション 住宅ストック 環境エネルギー物流施設ロードサイド店舗

Housing Business Life

都市型ホテル商業施設

大和ハウスグループの概要
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大和ハウスグループの概要
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（17％）

（23％）

（8％）
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（24％）

（23％）



儲かるからではなく、

世の中の役に立つからやる

創業者：石橋信夫（1921～2003年）

創業者

精神

多角化の歴史＝

社会課題解決の歩み

“日本列島に、森林を残せ”

1955年 パイプハウス（創業商品）

“21世紀は、「風・太陽・水」”

1999年 大和エネルギー設立

社会に役立つ事業を通じて

売上高10兆円
の企業群へ

2055年
（創業100周年）
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創業100周年に向けた羅針盤 “ 将来の夢”（パーパス）
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カーボンニュートラルに向けた取り組み は、

次世代、何よりも 未来の子供たちの“生きる”を支える 取り組みである。

代表取締役社長／CEO 芳井 敬一
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➢ 気温上昇を

1.5℃未満に抑える

➢ 2050年に

カーボンニュートラル

➢ 気温上昇は

累積CO2排出量に比例

➢ 1.5℃の排出上限まで

残り10年弱しかない

この10年で、どこまで削減できるかが重要

2030年までに、

「やれることはすべてやる」

国際社会のコンセンサス 世界の現状



カーボンニュートラル戦略の骨子
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2030年度 原則ZEH・ZEB率100%
（建物の高付加価値化・お客さまの資産価値向上）

原則自社発電由来の再エネで

2023年度 RE100達成

原則すべての屋根に太陽光パネルを設置
（EPC+PPAによる再エネ供給拡大）

事業成長と社会貢献の両立

大和ハウスグループが、世界中で建物を建てるほど新たに再エネが生み出され、社会の脱炭素化を加速させていく

取り組みの柱

バリューチェー

ン全体で

40%以上の

CO2削減

2030年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
実
現

2050年

強みを活かした

攻めの施策

トップ企業の

社会的責任

隗より始めよ

（自ら範を示す）

新築自社施設の原則

ZEB化・太陽光



当社グループのGHG削減目標 －バリューチェーン全体でネットゼロ－

➢当社グループの「ネットゼロ目標」は、バリューチェーン全体が対象

➢事業活動（スコープ1+2）、建物使用（スコープ3、カテ11）について、「1.5℃未満」に整合した削減目標※1を

設定し、バリューチェーン全体で40%削減※2を目指す ※1. 年平均▲4.2%以上 ※2. 「2℃を十分下回る」水準（年平均▲2.5%以上）

55

314

968

261

1,598

2030

目標

2015

（基準年）

（万t-CO2）

360

261

17

314

▲30％
（年平均▲5%）

▲21％
（年平均▲3.5%）

▲15.6％
（年平均▲2.6%） ▲40％

（年平均▲2.7%）

▲63％
（年平均▲4.2%）

▲70％
（年平均▲4.7%）

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ン
全
体
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量 2050

カーボン
ニュートラル2021

実績

44

357

679

269

1,349 952

サプライ

チェーン
（スコープ3、カテ1）

販売した

建物の使用
（スコープ3、カテ11）

事業活動
（スコープ1+2）

その他
（スコープ3、その他）

スコープ3も含めた

カーボンニュートラル

の実現に挑戦
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2.

大和ハウスグループの

“脱炭素” の取組み

➢ SBT・EP100・RE100

の早期実現



国際イニシアティブに参画し、世界標準の取組みを推進
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➢ 住宅・建設業界で世界初、3つの国際イニシアティブに同時参画（2018年）

➢ 「GHG削減」、「省エネ」、「再エネ」について、目標達成年を前倒しし、取り組みを加速

パリ協定に沿った

長期削減目標

再生可能エネルギー

100%

エネルギー効率

2倍

＝

2030年に達成
（当初目標から10年前倒し）

2023年に達成
（当初目標から17年前倒し）

2050年にネットゼロ
（当初目標から5年前倒し）

GHG
削減

省
エネ

再
エネ

＋



事業活動（スコープ1+2）のGHG削減目標 －隗より始めよ－

■GHG排出量（スコープ1+2）の削減目標

省
エ
ネ

新築自社施設における
ZEB化および太陽光発電

導入の原則義務化

再
エ
ネ

原則自社発電由来の再エネで
2023年度 RE100達成

電

化

社有車・マイカー許可車における
クリーンエネルギー自動車化の推進

主な取組み

55.4

2030

目標

2015

（基準年）

（万t-CO2）

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
（
事
業
活
動
） 2021

実績

43.9 16.6

22.1

21.8電気
（スコープ2）

燃料
（スコープ1）

2015年度比

▲70%
（年平均▲4.7%）

2015年度比

▲21%

2050

CN

➢燃料の電化を進めつつ、省エネによりエネルギー効率を高め、それでも必要なエネルギーは再エネで賄う

➢省エネ・再エネ・電化の推進により、2030年度に15年度比70%削減（1.5℃未満に整合）を目指す

エネルギー効率

15年度比 2倍

（2030年目標）

再エネ利用率

100%
（2023年度～）

CEV化率

30%

省エネ

再エネ

電化

14



【省エネ】 自社施設のZEB化、太陽光発電の導入
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大和ハウス佐賀ビル（2018年、Nearly ZEB） ロイヤルホームセンター津島店（2016年、『ZEB』）

オフィス 物販店舗

ショッピングセンター 物流倉庫

フレスポひばりが丘（2019年、ZEB Ready） DPL新富士Ⅱ（2020年、ZEB Ready）

➢新築する自社施設は、原則

すべてZEBとし、自家消費型

太陽光発電を設置

➢既存施設は、10年以上に渡っ

て、エネルギーコストの15%に

相当する省エネ投資を継続

エネルギー効率

（2015年度）

0.368
（百万円/GJ）

（2021年度）

0.542
（百万円/GJ）

快適性・生産性を犠牲にしない

「省エネ」を追求

約1.5倍



当社理念を具現化した、

世界水準のサステナブル建築を目指す

➢ 最先端の技術で「脱炭素」と「自然共生」の“みらい”を

先導する世界水準のサステナブル建築を実現

➢ 太陽光発電、太陽熱利用など、自然エネルギーを最

大限活用し、ZEBを実現。それでも必要な電力は、

自社発電所由来の再エネ100％電気を利用

➢ 地域に開かれた施設として、地域の子供たちや様々な

ステークホルダーとの共育・共創活動を推進

【自社ZEB事例】 みらい価値共創センター 「コトクリエ」

16コトクリエで取得したグリーンビルディング認証



地域の子供たちを

中心とした

共育活動

様々なステーク

ホルダーとの

共創活動

大和ハウスグループの

新たな事業価値を生む

社員教育
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➢ 創業者の言葉に着想を得た、「風・太陽・水」のゾーンで構成され、随所にSDGs

に配慮したデザインを採用

➢ 本施設の建設資金には、環境の取組みに使途を限定したグリーンボンドを活用



【再エネ】 「自らつくる」で目指す、再エネ100% 

使用量＜発電量

再エネを「自らつくる」ことで、量の拡大に貢献しながら、

RE100を目指す

18

使用量の

1.3倍



【再エネ】 自家消費型の導入を着実に推進（2000年頃～）
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➢ 2000年、大型風力発電

（600kW）の1号機を

「ロイヤルホテル」に設置

➢ 同年、三重工場に太陽光発

電（60kW）を設置して以

降、各所で導入を推進

全国50ヶ所で計1MWの
再エネ電気を自家消費中
（使用量の約0.2％）

沖縄残波岬ロイヤルホテル（風力、600kW）※現在は撤去 大和ハウス中部工場食堂棟（太陽光、30kW）

スポーツクラブNAS西日暮里店（太陽光、10kW） 大和ハウス岐阜支社（太陽光、15.4kW）

ホテル 工場

スポーツクラブ オフィス現在、自社施設の新築時には

太陽光発電を原則設置



【再エネ】 FIT制度を活用し、規模の拡大を加速（2012年～）
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➢ FIT制度の創設以降、自社施

設の屋根、未利用地等でFIT

を活用した発電事業を推進

不動産開発で培った、

多様な事業スキーム構築力

当社の強み

建築事業で培った、

多彩で高度な建設技術

自社運営の再エネ発電所

（2015年度）

159ヶ所

166MW

（2021年度）

433ヶ所

565MW

DREAM Solar 福岡宮若（19.5MW）

DREAM Solar 和歌山（21MW）

DREAM Wind 愛媛西予（16MW、2MW×8基）

菅沼第一・第二水力発電所（2MW）約3.4倍

太陽 風

太陽 水



【再エネ】 「つくる」から「つかう」へ（2020年～）
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➢発電量が使用量を上回って以降、自社の再エネ発電所由来の「再エネ100％電力」への切替えを推進

➢ 2022年度にハウス単体、2023年度にグループ全体でRE100達成を目指す（業界最速）

■再エネ利用率の推移■再エネ電気の自給自足スキーム

再エネ

発電量

電力

使用量
＞

2020年度～

業界最速

RE100



3.

自社の成果を

事業の競争力へ

➢ 再エネ100％のまちづくり
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自社で取り組む「省・創・蓄エネ」の成果を、事業の競争力向上につなげ、

「まちづくり」を通じて、「脱炭素社会」の実現を目指す

まちづくりの脱炭素化に向けて
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再エネ100%の

まちづくり
再エネ100%の

モノづくり
自社施設の

ZEB化

自社発電

でRE100
＋

ZEH

ZEB

全棟

太陽光
＋

建物を建てるほど

再エネが生み出さ

れ、社会の脱炭素

化を加速する

好循環

再エネ100％の建物

を、再エネ100％の

オフィスや工場、施工

現場から生み出す



建物使用（スコープ3、カテ11）のGHG削減目標

■GHG排出量（スコープ3、カテゴリー11）の削減目標

住

宅

• 商品によるZEH対応の拡充

• 太陽光パネルを搭載したNearly 

ZEH以上の普及を推進

非
住
宅

• Nearly ZEB以上の普及を推進

• オンサイトPPA方式による太陽光

発電の搭載

主な取組み

➢住宅系では商品のZEH対応を拡充、建築系ではオンサイトPPAによる太陽光発電のオプション提案も

併用し、全棟太陽光発電の搭載を図る

➢全棟ZEH･ZEB、太陽光搭載により、2030年度に15年度比63%削減（1.5℃未満に整合）を目指す

ZEH（-M）率

太陽光搭載率

原則100%

（2030年目標）

968

2030

目標

2015

（基準年）

（万t-CO2）

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
（
建
物
使
用
）

2050

CN2021

実績

679 360

122

129

4
147

22

255

戸建

集合

ﾏﾝｼｮﾝ

流通

グループ

2015年度比

▲63%
（年平均▲4.2％）

ZEH･ZEB化

太陽光搭載

2015年度比

▲30%

建築

ZEB率

太陽光搭載率

原則100%
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【住宅系】 ZEH対応商品の拡充

➢独自の高断熱外壁に、太陽光・ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電池・HEMSを標準装備した「再エネ自給型ZEH」を展開

➢普段はゼロエネ、停電時も電力・暖房・給湯を確保できる「全天候型3電池連携システム」を開発

➢今後は、低層賃貸住宅商品によるZEH-Mの展開にも注力

再エネ自給型ZEH
－ゼロエネと快適、災害時の安心を両立－

25

戸建商品

の拡充・進化

「災害に備える家」

低層賃貸住宅

ZEH-Mの展開



【建築系】 お客さまと共に、ZEBの普及を推進

➢ ZEB化した自社施設をショールームとして活用し、お客さまに良さを実感いただき、ZEB提案を推進

➢全国規模の「土地提案力」と、自社施設で培った「ZEB提案力」で、お客さまの脱炭素ニーズに貢献

自社施設のZEB化で培った、

多彩な省・創・蓄エネ技術

全国、かつ多様な用途での

豊富な施工実績

補助金活用による

経済合理性を踏まえた提案

大和ハウスグループのZEB実績

土
地
提
案
力

×

リコージャパン様

岐阜支社ビル

渡辺パイプ様

岐阜サービスセンター

Ｚ
Ｅ
Ｂ
提
案
力

26

国内トッ

プクラス

カーボンニュートラルに取組む企業の

ZEBの全国展開 をサポート



【建築系】 新築建物の屋根を活用したオンサイトPPA

➢お客さまには、ZEBの提案に合わせて、自家消費型太陽光発電の設置を提案

➢設置が難しい場合、当社が施設の屋根を賃借し、無償で発電設備を設置する「オンサイトPPA」を提案

➢発電した電気をお客さまの施設で使って頂くことで、「電気料⾦」と「CO2排出量」の削減が可能

「オンサイトPPA」の基本スキーム

「オンサイトPPA方式」を活用し、太陽光パネル（1.2MW）を

設置したマルチテナント型物流施設（埼玉県三郷市）

「オンサイトPPA」のメリット

初期投資ゼロ 電力料⾦削減 CO2排出量削減 非常時の電源 維持管理不要
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ZEBのメリットと省エネ基準引上げ
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➢自社施設をZEB化してゆくことは環境負荷を軽減するだけでなく、室内環境の向上、レジリエンス強化に

も貢献し、ステークホルダーにも評価され、企業価値の向上につながる。

➢ 2030年にはZEB水準への省エネ基準引上げが予定されており、今ならZEB補助⾦の後押しも。

2024年

•大規模建築物の義務基準を引上げ

（BEI=0.8程度）

2025年
•小規模建築物の基準適合義務化

2026年

•中規模建築物の義務基準を引上げ

（BEI=0.8程度）

2030年

• 義務基準を中大規模建築物はZEBレ
ベル（BEI＝0.6or0.7）に引上げ
小規模建築物はBEI＝0.8に引上げ

2023年度建築物等の脱炭素化・
レジリエンス強化促進事業
概算要求額：130億円

補
助
金
制
度

？

大規模建築物：延べ面積2,000㎡以上の建築物
中規模建築物：延べ面積300㎡以上～2,000㎡未満の建築物
小規模建築物：延べ面積300㎡未満の建築物



既存施設の脱炭素化もサポート
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➢脱炭素への関心の高まり、省エネ規制の先高感から、新築施設におけるZEB化は普及フェーズへ

➢既存施設が課題となるなか、省・創・蓄エネソリューションの提供にて、既存施設の脱炭素化もサポート

創

太陽光発電システム

PPAモデル（第三者所有モデ

ル）では、お客さまが保有する

施設の屋根や遊休地を当社がお

借りして、無償で発電設備を設

置し、発電した電気をお客さま

の施設で使って頂くことで、

「電気料⾦」と「CO2排出量」

の削減をご提案します。



4.

これからの挑戦

➢ エンボディド・カーボン

の削減

30



（参考）エンボディド・カーボン（内包二酸化炭素）とは？

バリューチェーン

を通じた

カーボン

ニュートラル

解体業者等

31

エンボディド・カーボン
（内包二酸化炭素）

➢ エンボディド・カーボンとは、建物に“内包”されたCO2排出量のこと

➢資源の採掘からサプライヤー等での建材製造、当社現場での施工プロセスと、その間の輸送段階を含む

➢ モノづくり、まちづくりの脱炭素化が進むなか、今後は【資材製造】段階の脱炭素化が大きな課題

スコープ1+2スコープ3（上流） スコープ3（下流）

<究極のゴール>

全棟ZEH・ZEB化

全棟太陽光設置

省エネ･電化

RE100

まちづくりモノづくり



残された課題 －サプライチェーン（資材製造）の脱炭素化－
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➢バリューチェーンGHG排出量のうち、資材製造段階は約2割（15年度）を占め、建物使用に次いで多い

➢建物使用段階が削減されると、相対的に割合が増え、2030年度には1/3に達する見込み

➢今後は、現在のざっくり推計から材料ごとの積上げ式に見直した上、材料ごとの脱炭素化を進めたい

資材製造GHG排出量

＝ 用途別床面積（㎡）✕ 用途別排出原単位（kg-CO2/㎡）

排出量は床面積

に比例して増加

材料ごとの

積上げ式の算定

材料ごとの

脱炭素化

•鉄 ：〇〇t × □□CO2/t

•ｾﾒﾝﾄ：〇〇t × □□CO2/t

•ｱﾙﾐ ：〇〇t × □□CO2/t

・・・・・

•鉄 ：□□CO2/t → ゼロ

•ｾﾒﾝﾄ：□□CO2/t → ゼロ

•ｱﾙﾐ ：□□CO2/t → ゼロ・

・・・・・

＋

サプライチェーン（資材製造）の脱炭素化

■バリューチェン全体のGHG削減目標（再掲）

1

3

現

状

今
後
の
方
向
性

↑ゼロにはできない



サプライチェーン・エンゲージメント －目標・進め方－
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➢ 2018年度より、主要サプライヤーを対象に、サプライチェー

ンのGHG排出削減に向けた活動を開始

➢ 2021年度までに「自主目標」、2025年度までに「SBT

水準」の目標設定を要請

➢ 2030年目標達成に向け、省・再エネの取組みで協働し、

2050年サプライチェーンの脱炭素化を目指す

2050年までに、

サプライチェーンに

おけるカーボンニュ

ートラルの実現

2030年までに、

省エネ・再エネの取り組みにおい

て協働することで、主要サプライ

ヤーによる温室効果ガス削減

目標の達成を目指します。

2025年までに、

主要サプライヤーの90％と

パリ協定に沿った温室効

果ガス削減目標を共有

します。

2021年までに、

主要サプライヤーの90％と

温室効果ガス削減に関す

る自主目標を共有

します。 当社SBTの一つ

■主要サプライヤー



サプライチェーンの脱炭素化 －取り組み内容－
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省エネコンサルティング 再エネ電力

太陽光発電 高効率機器

➢ 主要サプライヤーを集めての「研修会」を開催

➢ 目標未設定の会社に集まっていただいての「脱炭素

ワーキング」では、GHG排出量の算定方法から、取

組みのいろはを伝授

■脱炭素ワーキング、脱炭素ダイアログを開催

➢ 2020年度からは、目標設定済みの会社にさらなる

高みを目指していただくための個別ミーティングである、

「脱炭素ダイアログ」を始動

■省エネ・再エネ導入についての協働

➢ サプライヤーのGHG削減目標達成に向けた支援

➢ 当社グループにおける「自社の脱炭素化」などで

培った、省エネ・創エネソリューションの提案



サプライチェーンの脱炭素化 －実績と進捗－
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① 説明会 5回

② 脱炭素WG 21回 36社 79名

③ 研修研鑽活動 6回（配信2回）

④ 脱炭素ダイアログ 16回 18社 72名

22年度見込

59.3%

➢ 2019～2021年度の3カ年で、約50回のエンゲージメント活動を実施

➢主要サプライヤーのGHG削減に関する「自主目標」の設定率は、54.0%から87.7%へと大きく向上

➢国のカーボンニュートラル宣言（2020年）以降、「SBTレベル目標」の設定率も倍増ペースで増加

◼ エンゲージメント活動の実績 ◼ 主要サプライヤーのGHG削減目標設定状況

➢ CDPサプライヤー・エンゲー

ジメント・リーダー・ボードに、

3年連続で選出

➢ 第23回 グリーン購入大

賞にて、大賞を受賞



おわりに

再エネを
生み出す

お客さまの
脱炭素化に貢献

エコな建物
を建てる

サプライ
チェーン全体で
カーボンニュートラル

建物の
付加価値が向上

私たちが目指すのは、

ゼロ・カーボンのサプライチェーンから、

再エネ100%の住宅や建物を、

世界一たくさん、生み出すこと。

私たち大和ハウスグループは、強い使命感をもって、

カーボンニュートラルへの貢献を果たし、

未来の子供たちの「生きる」を支えてまいります。
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※ 日程のご都合がつかない場合や大人数でのご参加のご希望がございま

したら、別途ご案内させていただきます。

申込フォームでその旨ご記入いただければと存じます。

イベント名： 大和ハウスみらい価値共創センター「コトクリエ」
見学会＆個別相談会

日 程： 2023年3月22日（水）
11：00受付開始 11：15開始
※人数が多い場合はカリキュラムを変更する場合がございます

内 容： 講義、見学会、個別相談会

場 所： 当社研修センター「みらい価値共創センター コトクリエ」

奈良県奈良市西九条町4丁目1-1

アクセス： JR「奈良駅」西口よりバス運行を予定

往路10：45 復路 15：10

申込期日： 2023年2月28日 17時

https://letter.daiwahouse.co.jp/webapp/form/20714_s
qeb_173/index.do

「コトクリエ」 見学会 のご案内

https://letter.daiwahouse.co.jp/webapp/form/20714_sqeb_173/index.do


ご清聴ありがとうございました。

【WEB】 大和ハウスグループ 「環境への取組み」 https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/eco/

生きる歓びを、未来の景色に。

https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/eco/

